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野菜・果物栽培活動と健康関連要因との関係都市近郊部在住中高年

男性の市民農園利用者に焦点を当てて
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目的 都市近郊部在住中高年男性における，市民農園利用状況と市民農園の利用による健康関連要

因の主観的な変化（以下，健康関連要因の変化）との関係，市民農園の利用を含めた野菜・果

物栽培活動と健康関連要因との関係を明らかにし，市民農園等での野菜・果物栽培活動が地域

住民の健康づくりに利用可能か検討する。

方法 群馬県 A 市在住の50～74歳の男性を対象とした横断調査を行った。調査項目は，全体で

は，基本属性，野菜・果物栽培活動の状況，健康関連要因（BMI，主観的健康観，野菜・果

物摂取状況，身体活動状況，居住地域の社会的凝集性の認知）とした。市民農園利用者には，

市民農園利用状況，健康関連要因の変化を尋ねた。市民農園利用状況と健康関連要因の変化と

の関係は相関係数を用いて分析した。市民農園またはその他の場所での野菜・果物栽培活動と

健康関連要因との関係は，市民農園群，その他栽培群，栽培未実施群の 3 群に分け，基本属性

を共変量としたロジスティック回帰分析にて検討した。

結果 相関係数を用いた分析の主な結果として，市民農園利用状況のうち「市民農園利用頻度」，

「利用頻度と 1 回利用時間の積」と健康関連要因の変化のうち「野菜・果物摂取回数の変化」，

「野菜・果物摂取量の変化」，「身体活動時間の変化」との間に，それぞれ有意な正の相関がみ

られた。ロジスティック回帰分析の結果，栽培未実施群と比べて市民農園群で身体活動量が23
METs・時/週以上の者が有意に多いこと，栽培未実施群と比べてその他栽培群で野菜合計摂

取回数/日，ジュース以外の野菜合計摂取回数/日，ジュース以外の野菜・果物合計摂取回数/

日が 5 回/日以上の者が有意に多いこと，座位時間が 4 時間/日以上の者が有意に少ないこと，

居住地域の社会的凝集性の認知が中央値以上の者が有意に多いことが明らかとなった。

結論 市民農園利用頻度が高いほど健康関連要因のうち野菜・果物摂取や身体活動時間が増えるこ

と，市民農園での野菜・果物栽培活動が身体活動量増加に寄与すること，その他の場所での野

菜・果物栽培活動が野菜・果物摂取回数の増加，座位時間の減少に寄与することが示唆され

た。今後，正確な評価指標を用いた介入研究等により市民農園利用による健康効果を明らかに

する必要がある。
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 緒 言

野菜・果物栽培活動は，多面的に人々の健康に寄

与する。たとえば，先進国成人における野菜・果物

栽培活動と野菜・果物摂取量との正の関連は，多く

の報告がある1)。また，身体活動量との正の関連2,3)，

BMI との負の関連4)，社会参加や集団的効力感を媒

介した主観的健康観との正の関連5)等の報告があ

る。これらのことから，野菜・果物栽培活動を促進

することにより，人々の健康を維持・増進すること

が期待される。

野菜・果物栽培活動を行う場所の一つに，市民農

園がある。市民農園とは，小面積の農地を利用して

野菜や花を育てるための農園であり，平成28年 3 月

31日現在，全国で4,223農園存在する6)。市民農園の

利用により，農地や家庭菜園を所有しない者でも野

菜・果物栽培活動ができる。欧州ではアロットメン
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ト・ガーデンやクラインガルテン，米国ではコミュ

ニティガーデンという名で親しまれており7)，健康

関連要因との関連が多数報告されている8,9)。

しかし，日本の市民農園の研究で健康関連要因と

の関連の報告は，我々の知る限り 1 編だけであ

る10)。その中では，都市部での市民農園の利用と主

観的健康観や社会的凝集性との正の関連が確認され

ている10)。また，市民農園利用頻度と利用時間数

は，主観的健康観や BMI，社会的凝集性と関連し

ないことが確認されている10)。しかし，利用頻度や

利用時間数と野菜・果物摂取状況や身体活動状況と

の関連，市民農園利用年数と健康関連要因との関連

は検討されていない10)。また，市民農園利用者は50
歳以上の中高年男性に多いことが推察される11)。

そこで本研究では，都市近郊部在住中高年男性の

野菜・果物栽培活動と健康関連要因との関係を，と

くに市民農園の利用に焦点を当てて調査し，1)市民

農園利用状況（年数，頻度，時間数）と市民農園の

利用による健康関連要因の主観的な変化（以下，健

康関連要因の変化）との関係，2)市民農園の利用を

含めた野菜・果物栽培活動と健康関連要因との関

係，を明らかにすることを目的とした。これらを明

らかにし，市民農園での野菜・果物栽培活動を，地

域住民の健康づくりに利用可能か検討する。

 研 究 方 法

. 調査対象と方法

調査対象者は，群馬県 A 市の B, C, D 町在住の

50～74歳の男性とした。A 市は群馬県南東部に位置

し，近郊農業が盛んで，農産物の生産の多い地域で

ある。今回調査地域とした 3 町は A 市の南西部に

位置し，同じ組織が運営する市民農園が各町に 1 か

所ずつ存在する。

本研究では，先行研究5,12)を参考に，2 つの標本

枠組みを用いた横断調査を行った。1 つ目の標本枠

組みは，3 か所の市民農園利用者である。市民農園

運営組織の職員により，多くの市民農園利用者が集

まる肥料配布時に，説明文書，調査票，返信用封筒

等を直接配布した（2015年 4 月25, 26日）。2 つ目の

標本枠組みは，A 市 B, C, D 町の住民である。各町

内全世帯に，日本郵便株式会社の配達地域指定郵便

にて，説明文書，調査票，返信用封筒等を郵送した

（2015年 4 月25日）。説明文書で，50～74歳の男性が

いる場合のみ回答を求めた。また，世帯に 2 人以上

該当する者がいる場合には代表して 1 人に回答する

よう説明を加えた。さらに，2 つの標本枠組み間で

の回答の重複を避けるため，全世帯へ配布した説明

文書には，市民農園運営組織から配布された質問票

に回答した者は協力の必要がない旨を明記した。調

査は無記名で行い，調査票への回答をもって同意を

得た。

. 調査項目

調査項目は，野菜・果物栽培活動の状況と健康関

連要因の変化に加え，先行研究1～5,8～10)を参考に，

基本属性 4 項目，健康関連要因（BMI，主観的健

康観，野菜・果物摂取状況，身体活動状況，居住地

域の社会的凝集性の認知）とした。

野菜・果物栽培活動の状況は，「市民農園・貸し

農園」で栽培，「その他（家庭菜園・鉢植え・農業

等）」で栽培，栽培していないで回答を求めた。

市民農園・貸し農園（以下，市民農園とする）利

用者には，市民農園利用年数，市民農園利用頻度

（「2 週間に 1 回未満」～「週に 6～7 回程度」の 5
区分），市民農園の 1 回利用時間数（「30分未満」～

「3 時間以上」の 5 区分）と，健康関連要因の変化

（「健康だと感じることの変化」，「体重の変化」，「野

菜・果物摂取回数の変化」，「野菜・果物摂取量の変

化」，「身体活動時間の変化」，「座位時間の変化」，

「地域住民への信頼の変化」，「地域住民との助け合

いの変化」の 8 項目について，それぞれ「減った」

～「増えた」の 5 区分）を尋ねた。

基本属性では，年齢を 5 区分，最終学歴を「小・

中学校」，「高等学校」，「専門学校・短大」，「大学・

大学院」，就労状況を「フルタイム」，「パートタイ

ム」，「退職・無職」，家族構成を「家族と一緒に住

んでいる」，「一人で住んでいる」で尋ねた。

BMI は，現在の身長と体重を尋ね，そこから算

出した。

主観的健康感は，国民生活基礎調査13)と同じく，

「あなたの現在の健康状態はいかがですか」と尋ね，

「よい」～「よくない」の 5 区分で回答を求めた。

野菜・果物摂取状況は，過去 1 か月間の，1 日に

食べる野菜皿数14,15)（以下，野菜皿数/日）と野菜・

果物摂取回数/日を尋ねた。

野菜皿数/日は，「ほとんど食べない」，「1～2 皿」，

「3～4 皿」，「5～6 皿」，「7 皿以上」で尋ねた。この

皿数は，簡易型食物摂取歴法14)や食事記録法15)によ

り測定した野菜摂取量との関連が確認されている。

なお，先行研究14,15)同様，野菜 1 皿分の目安として

実物大のカラー写真を同封し，参照できるようにし

た。

野菜・果物摂取回数/日は，米国疾病予防管理セ

ンターが開発した健康関連行動の調査法である

BRFSS (Behavioral Risk Factor Surveillance
System)16)の野菜・果物摂取状況の項目を参考に，

自記式で日本人に合った内容に改編した調査項目を
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作成し，用いた。具体的には，野菜・果物摂取を 6
つに分割し，「果物を何回食べましたか（A）」，

「100の果物ジュースを何回飲みましたか（B）」，
「100の野菜ジュースを何回飲みましたか（C）」，

「濃い緑色の野菜を何回食べましたか（D）」，「赤・

黄・オレンジ色の野菜を何回食べましたか（E）」，
「その他の野菜を何回食べましたか（F）」の 6 項目

に，回答を求めた。これらの回答を組み合わせ，回

数を加算した，「野菜合計摂取回数/日（C＋D＋E
＋F）」，「野菜・果物合計摂取回数/日（A＋B＋C＋

D＋E＋F）」，「ジュース以外の野菜合計摂取回数/

日（D＋E＋F）」，「ジュース以外の野菜・果物合計

摂取回数/日（A＋D＋E＋F）」を分析に用いた。な

お，回答の妥当性を確保するため，果物（A）には

「ジャム，フルーツソース，ドライフルーツは含め

ない」，濃い緑色の野菜（D）には「ほうれん草，

菜の花，ピーマン，ブロッコリー，アスパラガス，

オクラ，大根の葉等（グリーンピース，枝豆，さや

いんげん等の緑色の豆も含める）」，赤・黄・オレン

ジ色の野菜（E）には「にんじん，かぼちゃ，トマ

ト，赤ピーマン，パプリカ等」，その他の野菜（F）
には「キャベツ，レタス，白菜，長ネギ，玉ねぎ，

大根，かぶ，なす，きゅうり，とうもろこし，たけ

のこ，山菜類，もやし，ごぼう，れんこん等（いも

類，豆類，きのこ類，海藻類は含めない）」と，そ

れぞれ説明を加えた。

身体活動状況は，IPAQ (International Physical
Activity Questionnaire) Short Version17,18)日本語版19)

を用い，身体活動量（METs・時/週）および座位

時間（時間/日）を算出した。

居住地域の社会的凝集性の認知には，近隣効果尺

度20)日本語版21)の社会的密着性（Social Cohesion）
の 4 項目（地域住民への信頼・地域住民との共通し

た価値観・地域住民との助け合い・地域住民との関

係）を用いた。

. 分析方法

分析には，IBM SPSS Statistics 23（日本アイ・

ビー・エム株式会社）を使用し，有意水準は 5
（両側検定）とした。

1) 市民農園およびその他の場所での野菜・果物

栽培活動と基本属性との関係

市民農園での野菜・果物栽培実施者群（以下，市

民農園群），市民農園以外での野菜・果物栽培実施

者群（以下，その他栽培群），野菜・果物栽培未実

施者群（以下，栽培未実施群）の 3 群に分け，順序

尺度は Kruskal-Wallis の検定および Bonferroni 法に

よる多重比較，名義尺度は x2 検定にて分析した。

2) 市民農園利用状況と健康関連要因の変化との

関係

基本属性・市民農園利用状況と健康関連要因の変

化との関係を，Spearman の相関係数を用いて分析

した。その際，総利用時間数との関係をみるため

に，便宜的に「利用頻度と 1 回利用時間の積」と健

康関連要因の変化との関連も同様に分析した。ま

た，就労状況により市民農園を利用できる頻度・時

間数は異なるため，市民農園利用状況は就労状況と

の関連があると判断し，就労状況を制御変数とした

偏相関係数も算出した。

3) 市民農園およびその他の場所での野菜・果物

栽培活動と健康関連要因との関係

健康関連要因をそれぞれ 2 値に分け， x2 検定を

行った。BMI は先行研究4)を参考に肥満の基準であ

る25.0 kg/m2 以上と未満，主観的健康観は分布が均

等になるよう「よい・まあよい」と「ふつう・あま

りよくない・よくない」，野菜皿数/日は先行研究14)

の目標量を参考に 5 皿/日以上と未満，野菜・果物

摂取回数/日は先行研究22)を参考に 5 回/日以上と未

満，身体活動量は基準値23)を参考に23 METs・時/

週以上と未満，座位時間と居住地域の社会的凝集性

の認知は中央値以上と未満に分けた。次に，x2 検

定で野菜・果物栽培活動と有意な関連がみられた項

目を従属変数としたロジスティック回帰分析を行っ

た。独立変数は市民農園での野菜・果物栽培活動，

およびその他の場所での野菜・果物栽培活動とし，

各従属変数に最も強く関連した基本属性を調整変数

とした。

. 倫理的配慮

群馬大学疫学研究に関する倫理審査委員会の承認

を得て実施した（受付番号2658, 2015年 2 月 4 日

承認）。

 研 究 結 果

調査票を，市民農園利用者約200人と B, C, D 町

全3,397世帯へ配布し，2015年 5 月31日までに市民

農園利用者25人，B, C, D 町住民228人，合計253人
からの回答を得た。そのうち，野菜・果物栽培活動

の状況の記載がなかった B, C, D 町住民 2 人を除外

し，251人を分析の対象とした（図 1）。なお，どち

らの枠組みも正確な50～74歳男性の人数が不明なた

め，回収率は算出していない。また，B, C, D 町住

民の回答者の中にも市民農園利用者が 5 人含まれて

いた。

. 市民農園およびその他の場所での野菜・果物

栽培活動と基本属性との関係

分析対象とした251人のうち，市民農園群は30
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図 分析対象決定までのフローチャート

表 基本属性と市民農園またはその他の場所での野菜・果物栽培活動との関連

全体

(n＝251)
市民農園†

(n＝30)
その他栽培†

(n＝91)
栽培未実施†

(n＝130)
P 値

年齢1 50～54歳 21( 8) 2( 7) 1( 1) 18(14)

＜0.001
55～59歳 32(13) 1( 3) 7( 8) 24(18)

60～64歳 54(22) 8(27)a 18(20)a 28(22)b

65～69歳 62(25) 4(13) 30(33) 28(22)

70～74歳 82(32) 15(50) 35(38) 32(24)
最終学歴1 小・中学校 37(15) 7(23) 11(12) 19(15)

0.014
高等学校 115(46) 15(50) 53(58) 47(36)
専門学校・短大 26(10) 3(10) 7( 8) 16(12)
大学・大学院 71(28) 5(17) 18(20) 48(37)
無回答 2( 1) 0 2( 2) 0

就労状況1 フルタイム 104(41) 6(20) 24(26) 74(57)
＜0.001パートタイム 30(12) 5(17)a 14(15)a 11( 8)b

無職・退職 112(45) 17(56) 50(56) 45(35)
無回答 5( 2) 2( 7) 3( 3) 0

家族構成2 家族と一緒に住んでいる 231(92) 29(97) 83(91) 119(92)
0.605

一人で住んでいる 20( 8) 1( 3) 8( 9) 11( 8)

数値n (）1Kruskal-Wallis の検定，2x2 検定太字は 5水準で有意な項目。

アルファベット（a, b）の違いは，多重比較で有意差の出た項目を表す。
†「市民農園」は市民農園での野菜・果物栽培実施者群，「その他栽培」はその他の場所での野菜・果物栽培実施者群，

「栽培未実施」は野菜・果物栽培未実施者群。
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人，その他栽培群は91人，栽培未実施群は130人で

あった。

分析の結果（表 1），群間で有意な差が確認され

た基本属性は，年齢（P＜0.001），最終学歴（P＝

0.014），就労状況（P＜0.001）であった。多重比較

の結果，栽培未実施群と比べて市民農園群（年齢

P＝0.016，就労状況P＝0.005）および，その他栽

培群（年齢P＜0.001，就労状況P＜0.001）の年

齢が有意に高く，就労時間が有意に短かった。

. 市民農園利用状況と健康関連要因の変化との

関係

市民農園利用状況および健康関連要因の変化の集

計結果は，表 2 に示す通りである。

相関係数を用いた分析の結果（表 3），「市民農園

利用頻度」と，「健康だと感じることの変化」（rs＝

0.40, P＝0.032），「野菜・果物摂取回数の変化」（rs
＝0.55, P＝0.002），「野菜・果物摂取量の変化」（rs
＝0.60, P＝0.001），「身体活動時間の変化」（rs＝

0.57, P＝0.002），「市民農園の 1 回利用時間数」と
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表 市民農園利用者の市民農園利用状況および市

民農園の利用による健康関連要因の主観的な

変化 (n＝30)

（市民農園利用状況)

市民農園利用年数

平均値10.1年（SD5.3)
最小値2 年

最大値20年
（無回答) 1( 3)
市民農園利用頻度

2 週間に 1 回未満 0( 0)
2 週間に 1 回程度 2( 7)
週 1～2 回程度 14(47)
週 3～5 回程度 10(33)
週 6～7 回程度 3(10)

（無回答) 1( 3)

市民農園の 1 回利用時間数

30分未満 0( 0)

30分～1 時間未満 3(10)
1 時間～2 時間未満 11(37)
2 時間～3 時間未満 5(17)
3 時間以上 10(33)
(無回答) 1( 3)

（市民農園の利用による健康関連要因の主観的な変化)

健康だと感じることの変化

減った 1( 3)
やや減った 1( 3)
どちらともいえない16(54)
やや増えた 6(20)
増えた 5(17)

（無回答) 1( 3)
体重の変化

減った 1( 3)
やや減った 6(20)
どちらともいえない16(54)
やや増えた 5(17)
増えた 1( 3)

（無回答) 1( 3)
野菜・果物摂取回数の変化

減った 0( 0)
やや減った 1( 3)
どちらともいえない 8(26)
やや増えた 10(34)
増えた 9(30)

（無回答) 2( 7)
野菜・果物摂取量の変化

減った 0( 0)
やや減った 1( 3)
どちらともいえない 7(24)
やや増えた 12(40)
増えた 9(30)

（無回答) 1( 3)

身体活動時間の変化

減った 0( 0)
やや減った 2( 7)
どちらともいえない 7(23)
やや増えた 9(30)
増えた 11(37)
(無回答) 1( 3)

座位時間の変化

減った 4(13)
やや減った 9(30)
どちらともいえない13(44)
やや増えた 3(10)
増えた 0( 0)
(無回答) 1( 3)

地域住民への信頼の変化

減った 0( 0)
やや減った 0( 0)
どちらともいえない20(67)
やや増えた 6(20)
増えた 3(10)
(無回答) 1( 3)

地域住民との助け合いの変化

減った 0( 0)
やや減った 1( 3)
どちらともいえない17(58)
やや増えた 10(33)
増えた 1( 3)
(無回答) 1( 3)

数値n ()
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「身体活動時間の変化」（rs＝0.38, P＝0.040），「利用

頻度と 1 回利用時間の積」と「野菜・果物摂取回数

の変化」（rs＝0.47, P＝0.011），「野菜・果物摂取量

の変化」（rs＝0.47, P＝0.010），「身体活動時間の変

化」（rs＝0.58, P＝0.001），との間で有意な正の相関

が確認された。就労状況を制御変数とした結果で

は，「市民農園利用頻度」と「野菜・果物摂取回数

の変化」（r＝0.52, P＝0.007），「野菜・果物摂取量

の変化」（r＝0.55, P＝0.004），「身体活動時間の変

化」（r＝0.60, P＝0.001），「市民農園の 1 回利用時

間数」と「身体活動時間の変化」（ r＝0.39, P＝
0.037），「利用頻度と 1 回利用時間の積」と「野菜・

果物摂取回数の変化」（r＝0.50, P＝0.009），「野菜・

果物摂取量の変化」（r＝0.50, P＝0.010），「身体活

動時間の変化」（r＝0.59, P＝0.001），との間で有意

な正の相関が確認された。なお，家族構成は，市民

農園利用者の中で「一人で住んでいる」と回答した

者が 1 人のみであったため，分析項目から除外した。

. 市民農園およびその他の場所での野菜・果物

栽培活動と健康関連要因との関係

x2 検定の結果（表 4），野菜合計摂取回数/日（x2

＝12.79, P＝0.002），野菜・果物合計摂取回数/日

（x2＝6.62, P＝0.036），ジュース以外の野菜合計摂

取回数/日（x2＝8.04, P＝0.018），ジュース以外の

野菜・果物合計摂取回数/日（ x2＝ 14.39, P＝

0.001），身体活動量（x2＝7.46, P＝0.024），座位時

間（x2＝6.43, P＝0.040），居住地域の社会的凝集性

の認知（x2＝6.19, P＝0.045）で有意な関連が認め

られた。

ロジスティック回帰分析の結果（表 5），市民農

園群は栽培未実施群と比較して身体活動量が23
METs・時/週以上の者が有意に多いことが明らか

となった（調整オッズ比（AOR)＝3.00, 95CI:
1.187.64）。その他栽培群は栽培未実施群と比較し

て野菜合計摂取回数/日（AOR＝2.13, 95CI: 1.19

3.81），ジュース以外の野菜合計摂取回数/日

（AOR＝1.90, 95CI: 1.043.46），ジュース以外の

野菜・果物合計摂取回数/日（AOR＝2.25, 95CI:
1.264.04）が 5 回/日以上の者が有意に多かった。

その他栽培群は栽培未実施群と比較して，座位時間

が4時間以上の者が有意に少ないこと（AOR＝0.46,
95CI: 0.250.84），居住地域の社会的凝集性の認

知の合計得点が中央値以上の者が有意に多いことが

確認された（AOR＝2.21, 95CI: 1.214.03）。

 考 察

本研究の結果，主に市民農園利用頻度が健康関連

要因の変化のうち野菜・果物摂取や身体活動時間と

正に相関していた。市民農園群では栽培未実施群と

比べて身体活動量が23 METs・時/日以上の者が有

意に多かった。その他栽培群では栽培未実施群と比

べて野菜摂取回数/日，野菜・果物摂取回数/日
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表 基本属性・市民農園利用状況と市民農園の利用による健康関連要因の主観的な変化との相関

(n＝30★)

制御
変数

健康だと
感じるこ
との変化

体重の
変化

野菜・果物
摂取回数
の変化

野菜・果物
摂取量
の変化

身体活動
時間の
変化

座位時間
の変化

地域住民
への信頼
の変化

地域住民と
の助け合い

の変化

なし 年齢 0.26 －0.04 0.24 0.28 0.15 0.15 0.15 －0.01
最終学歴 －0.06 0.05 －0.23 －0.18 －0.15 0.11 －0.26 －0.18
就労状況 0.18 0.20 0.21 0.25 －0.01 0.23 －0.12 －0.20

市民農園利用年数 0.09 －0.12 0.07 0.13 0.04 0.23 －0.08 －0.15
市民農園利用頻度 0.40 －0.23 0.55 0.60 0.57 －0.08 0.30 0.21
市民農園の 1 回利用
時間数 0.15 －0.25 0.26 0.23 0.38 －0.13 0.13 0.03

利用頻度と 1 回利用
時間数の積† 0.31 －0.31 0.47 0.47 0.58 －0.19 0.29 0.18

就労
状況

市民農園利用年数 0.03 －0.09 －0.07 ＜0.01 ＜0.01 0.14 0.02 －0.04
市民農園利用頻度 0.38 －0.34 0.52 0.55 0.60 －0.14 0.38 0.36
市民農園の 1 回利用
時間数 0.18 －0.15 0.36 0.34 0.39 0.03 0.10 0.04

利用頻度と 1 回利用
時間数の積† 0.26 －0.25 0.50 0.50 0.59 －0.13 0.24 0.21

数値Spearman の相関係数（制御変数がある場合は偏相関係数）P＜0.05，P＜0.01★無回答がある場合は，

29以下となる。
†利用頻度と 1 回利用時間数の積は，市民農園利用頻度（2 週間に 1 回未満(1)～週 6～7 回程度(5)）と市民農園の 1

回利用時間数（30分未満(1)～3 時間以上(5)）を乗じた数値。
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（ジュースを含めない場合のみ）が 5 回/日以上の

者，居住地域の社会的凝集性の認知が中央値以上の

者が有意に多いこと，座位時間が 4 時間以上の者が

有意に少ないことが確認された。しかし，BMI，
主観的健康観，野菜皿数/日は群間で有意な差がな

かった。

身体活動量が23 METs・時/日以上の者は，栽培

未実施群と比べて市民農園群で有意に多かった。こ

れは，先行研究2,3)の結果とも一致する。Van den
Berg ら3)は，市民農園利用者の夏の身体活動量が非

利用者と比べて多く，冬にはその差がないことを報

告している。今回の調査は春に行った。春にも夏と

同様に市民農園の利用が盛んに行われている。つま

り，冬場の栽培を行わない時期を除けば，市民農園

を利用することが身体活動量の増加に寄与するので

あろう。主観的にも市民農園の利用により身体活動

時間が増えたと感じている者が多かったことから，

日本の中高年男性においても市民農園の利用が身体

活動量の増加に寄与することが示唆された。

野菜摂取回数/日，野菜・果物摂取回数/日

（ジュースを含めない場合のみ）が 5 回以上の者は，

栽培未実施群と比較してその他栽培群で有意に多

かった。しかし，市民農園群と栽培未実施群との間

では野菜・果物摂取状況に有意な差はみられなかっ

た。これには，栽培規模が関係している可能性があ

る。今回調査を行ったのは農業の盛んな地域であ

る。そのため，出荷用に多くの野菜・果物を栽培し

ている者や，自宅の隣に自家用の野菜・果物を栽培

するための畑を所有する家庭も多い。つまり，その

他栽培群の栽培規模は比較的大きい。一方，調査地

域の市民農園は 1 区画 4 m2 程度の小区画であり，

この規模で栽培可能な量では野菜・果物摂取回数に

影響を与えないのではないだろうか。今回，健康関

連要因の変化のうち「野菜・果物摂取回数の変化」，

「野菜・果物摂取量の変化」と市民農園利用頻度と

の間に有意な正の相関が確認された。また，現地で

市民農園利用者と話す中で，1 人で複数区画使用し

ている者がいることも確認している。そこから，市

民農園利用頻度の多い者は，1 人で複数区画使用し

ており，栽培規模が大きいことが予想される。近

年，米国や日本での成人の野菜・果物栽培活動と野

菜・果物摂取状況との正の関連が複数報告されてい

る1,10,12,22)が，栽培規模まで考慮した報告はない。

さらに，先行研究1,10,12,22)はすべて男女両性を対象

としたものであり，今回のように男性のみを対象と

した報告はない。今後は，栽培規模や性差も考慮

し，この関連を詳細に検証していく必要がある。

座位時間が 4 時間以上の者は，栽培未実施群と比

較してその他栽培群で有意に少ないことが確認され

た。一方で，市民農園群と栽培未実施群との間では
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表 市民農園またはその他の場所での野菜・果物栽培活動と健康関連要因との関連

全体 市民農園† その他栽培† 栽培未実施†

P 値
(n＝251) (n＝30) (n＝91) (n＝130)

BMI ≧25.0 kg/m2 62(25) 5(17) 24(26) 33(25)
0.534

＜25.0 kg/m2 188(75) 25(83) 66(73) 97(75)
無回答 1( 0) 0( 0) 1( 1) 0( 0)

主観的健康観 よい/まあよい 125(50) 15(50) 46(50) 64(49)
0.981

ふつう/あまりよくない/よくない 126(50) 15(50) 45(50) 66(51)
無回答 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0)

野菜皿数/日 ≧5 皿/日 36(14) 2( 7) 14(16) 20(16)
0.437

＜5 皿/日 209(83) 28(93) 74(81) 107(82)
無回答 6( 3) 0( 0) 3( 3) 3( 2)

野菜・果物摂取回数/日

野菜合計摂取回数/日 ≧5 回/日 129(51) 17(57) 59(65) 53(41)
0.002

＜5 回/日 122(49) 12(40) 32(35) 77(59)
無回答 1( 0) 1( 3) 0( 0) 0( 0)

野菜・果物合計摂取回
数/日

≧5 回/日 153(61) 17(57) 65(71) 71(55)
0.036

＜5 回/日 97(39) 12(40) 26(29) 59(45)
無回答 1( 0) 1( 3) 0( 0) 0( 0)

ジュース以外の野菜合
計摂取回数/日

≧5 回/日 78(31) 9(30) 38(42) 31(24)
0.018

＜5 回/日 173(69) 20(67) 53(58) 99(76)
無回答 1( 0) 1( 3) 0( 0) 0( 0)

ジュース以外の野菜・
果物合計摂取回数/日

≧5 回/日 118(47) 13(43) 57(63) 48(37)
0.001

＜5 回/日 133(53) 16(54) 34(37) 82(63)
無回答 1( 0) 1( 3) 0( 0) 0( 0)

身体活動量
（METs・時/週)

≧23.0/METs・時/週 125(50) 21(70) 46(50) 58(45)
0.024

＜23.0/METs・時/週 95(38) 7(23) 28(31) 60(46)
無回答 31(12) 2( 7) 17(19) 12( 9)

座位時間（時間/日) ≧4 時間/日 130(52) 14(47) 37(41) 79(61)
0.040

＜4 時間/日 96(38) 15(50) 39(43) 42(32)
無回答 25(10) 1( 3) 15(16) 9( 7)

居住地域の社会的凝集性
の認知

≧中央値 137(55) 15(50) 57(63) 65(50)
0.045

＜中央値 100(40) 14(47) 26(28) 60(46)
無回答 14( 5) 1( 3) 8( 9) 5( 4)

数値n (）x2 検定太字は 5水準で有意な項目。
†「市民農園」は市民農園での野菜・果物栽培実施者群，「その他栽培」はその他の場所での野菜・果物栽培実施者群，

「栽培未実施」は野菜・果物栽培未実施者群。
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有意な差は確認されなかった。しかし，4 時間以上

の者の割合や栽培未実施群と比較した調整オッズ比

は，その他栽培群と市民農園群で類似した傾向を示

していた。つまり，市民農園群と栽培未実施群との

間で座位時間に有意差がみられなかったことに関し

ては，市民農園群の調査対象者数が少ないことによ

る b エラー24)の可能性がある。さらに主観的に

は，座位時間がやや減った・減ったと回答した者が

43存在した。よって，今回の結果からは，座位時

間に関して市民農園群と栽培未実施群とで差がない

とは言えない。

先行研究10)では，市民農園の利用と社会的凝集性

との正の関連が報告されている。しかし今回，市民

農園群と栽培未実施群との間に有意差はなかった。

先行研究10)の対象地域は都市部であり，今回は都市

近郊部であった。また，先行研究10)では男女両性を

対象としていた。つまり，市民農園の利用と社会的

凝集性との関連には，地域特性や性別による差異が

あることが示唆された。主観的には，地域住民への

信頼では30，地域住民との助け合いでは36の者

が，やや増えた・増えたと回答した。そのため，市

民農園群の市民農園利用前の居住地域の社会的凝集

性の認知が低く，市民農園の利用によってその認知

が増えても，他群との差がなかった可能性もある。
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表 市民農園またはその他の場所での野菜・果物栽培活動と健康関連要因との関連ロジスティック回帰分析

従 属 変 数
市民農園† その他栽培† 栽培未実施†

調整オッズ比（95信頼区間)‡

野菜合計摂取回数（≧5 回/日) 1.62(0.713.75) 2.13(1.193.81) 1 reference
野菜・果物合計摂取回数（≧5 回/日) 0.94(0.422.15) 1.72(0.953.11) 1 reference
ジュース以外の野菜合計摂取回数（≧5 回/日) 1.20(0.492.93) 1.90(1.043.46) 1 reference
ジュース以外の野菜・果物合計摂取回数（≧5 回/日) 1.07(0.462.49) 2.25(1.264.04) 1 reference
身体活動量（≧23 METs・時/週) 3.00(1.187.64) 1.62(0.882.97) 1 reference
座位時間（≧4 時間/日) 0.46(0.201.06) 0.46(0.250.84) 1 reference
居住地域の社会的凝集性の認知（≧14.0) 1.12(0.492.55) 2.21(1.214.03) 1 reference

ロジスティック回帰分析N＝251（市民農園 n＝30，その他栽培 n＝91，栽培未実施 n＝130），無回答がある場合は

示した数未満となる太字は 5水準で有意な項目。
†「市民農園」は市民農園での野菜・果物栽培実施者群，「その他栽培」はその他の場所での野菜・果物栽培実施者群，

「栽培未実施」は野菜・果物栽培未実施者群。
‡野菜合計摂取回数，野菜・果物合計摂取回数，ジュース以外の野菜合計摂取回数，ジュース以外の野菜・果物合計

摂取回数，身体活動量，座位時間は年齢（65歳未満と以上），居住地域の社会的凝集性の認知は最終学歴（専門学

校・短大未満と以上）で調整。
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また，居住地域の社会的凝集性の認知が，その他栽

培群で栽培未実施群と比較して有意に高かったこと

に関しては，居住年数との交絡が疑われる。先行研

究では居住年数と地域内での協同志向との関連が確

認されている25)。その他栽培群は，主に農業や家庭

菜園での野菜・果物栽培活動実施者である。つま

り，他群と比較して持ち家率が高く，長年対象地域

に住んでいる者だと予想される。しかし，今回の調

査では居住年数を尋ねていないため，その真偽はわ

からない。

今回，野菜・果物栽培活動と BMI との関連はみ

られなかった。米国での先行研究では，市民農園利

用者は非利用者と比較して BMI が有意に低いこと

が報告されている4)。一方，日本の先行研究では，

市民農園利用者と非利用者で BMI に有意差はな

かった10)。市民農園の利用と BMI との関連には，

調査対象者の BMI の水準が関係していると推測す

る。米国の先行研究4)と比較して本研究では BMI≧

25.0 kg/m2 の者の割合が少ない。日本の先行研究10)

では BMI の数値は示されていないが，米国の先行

研究4)よりは本研究と近いであろう。つまり，市民

農園の利用は，BMI の高い者の BMI 適正化に寄与

する可能性がある。また本研究では，自己申告によ

る身長・体重から BMI を算出した。先行研究で

は，高齢者における身長の過大申告の問題が指摘さ

れている26,27)。そのため，今回分析に用いた BMI
は実測の BMI よりも過少に評価されている可能性

がある。しかし，勤労世代の日本人を対象とした研

究では，自己申告による身長・体重の妥当性が諸外

国と比較して高いとの報告もある28)。

野菜・果物栽培活動と主観的健康観との有意な関

連はみられなかった。先行研究では野菜・果物栽培

活動5)や市民農園の利用10)と主観的健康観との関連

が示されている。とくに市民農園の利用との関連

は，日本での報告である10)。今回有意な関連がみら

れなかった理由には，地域特性による差異や，調査

対象を50～74歳の男性に限定したことによる影響が

推察される。また，主観的には健康だと感じること

がやや増えた・増えたと回答した者が37いた。そ

のため，市民農園利用者の市民農園利用前の主観的

健康観が悪く，市民農園の利用によって主観的健康

観が改善しても，他群との差がなかった可能性もあ

る。

以上より，市民農園を中高年男性の身体活動量増

加に寄与する資源と位置付けて，地域住民の健康づ

くりに利用できる可能性が示唆された。また，利用

頻度や栽培規模を考慮することにより，野菜・果物

摂取回数の増加等，身体活動量増加以外の効果も期

待できるのではないか。

本研究の限界には，一部の調査項目の信頼性・妥

当性が検証されていないこと，レスポンスバイアス

の存在，横断研究であることがあげられる。健康関

連要因の変化の項目は，今回独自に作成したもので

ある。信頼性・妥当性の検証は行っていないため，

実際の健康関連要因の変化を反映しているかは定か

でない。とくに，利用頻度が高い者が肯定的な変化

を感じていたことから，認知的不協和29)による回答

へのバイアスの存在は否定できない。つまり，頻繁

に市民農園を利用している者は市民農園の利用に価

値があると感じ，実際に肯定的な変化がなくても肯
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定的な回答を選んでいる可能性がある。また，野

菜・果物摂取回数/日の質問項目も信頼性・妥当性

が検証されていないため，実際の野菜・果物摂取量

を反映しているかはわからない。さらに今回の調査

では国民健康・栄養調査で果物に分類されるジャム

やドライフルーツを果物に含めていないため，それ

らを含めた場合の野菜・果物摂取状況は把握できて

いない。次に，平成22年国勢調査30)の結果から，今

回の対象地域には約1,300人の50～74歳の男性が住

んでいると推測できる。しかし，有効回答数は251
人（推定有効回答率約20）である。調査の内容

から，健康，野菜・果物栽培活動，市民農園への関

心が高い者からの回答に偏っている可能性がある。

最後に，横断研究であるため，今回関連が確認され

た項目の因果関係は明らかでない。

 結 語

本研究では，都市近郊部在住中高年男性を対象と

して，市民農園利用者における市民農園利用状況と

健康関連要因の変化との関係，市民農園を含めた野

菜・果物栽培活動と健康関連要因との関係を検討し

た。その結果，市民農園利用頻度が高いほど野菜・

果物摂取や身体活動時間が増えること，市民農園で

の野菜・果物栽培活動が身体活動量増加に寄与する

こと，その他の場所での野菜・果物栽培活動が野

菜・果物摂取回数増加や座位時間の減少に寄与する

ことが示唆された。今後，より正確な評価指標を用

いた介入研究等により市民農園の利用による健康効

果を検証していく必要がある。その上で，市民農園

を地域住民の身体活動量増加等を目的とした健康づ

くりに利用していくことが期待される。

調査にご協力いただいた A 市の皆様，市民農園運営組

織の皆様に深謝申し上げます。

本研究に関して，開示すべき COI 状態はありません。

(
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Relationship between fruit and vegetable gardening and health-related factors:
male community gardeners aged 5074 years living in a suburban area of Japan

Daisuke MACHIDA,2and Tohru YOSHIDA2

Key wordscommunity garden, fruit and vegetable gardening, frequency of fruit and vegetable intake,
physical activity, health

Objectives The aims of the study were as follows: 1) to investigate the relationship between community
fruit and vegetable (FV) gardening and perceived changes in health-related factors by utilizing
community gardens and 2) to determine the relationship of community FV gardening and other
types of gardening on health-related factors among men aged 5074 years living in a suburban area
of Japan.

Methods In this cross-sectional study, we targeted men aged 5074 years living in a city in Gunma Prefec-
ture. A survey solicited demographic characteristics, FV gardening information, and health-related
factors [BMI, self-rated health status, FV intake, physical activity (PA), and perceived neighbor-
hood social cohesion (PNSC)]. The participants were divided into three groups: community
gardeners, other types of gardeners, and non-gardeners. Items related to community gardening and
perceived changes in health-related factors were presented only to community gardeners. The
relationship between community gardening and perceived changes in health-related factors were
analyzed by computing correlation coe‹cients. The relationships between FV gardening and
speciˆc health-related factors were analyzed by logistic regression modeling.

Results Signiˆcant positive correlations were observed between community FV gardening (the frequency
of community gardening, the product of community gardening time and frequency of community
gardening) and perceived changes in health-related factors (frequency of FV intake, amount of FV
intake, and PA). The logistic regression models showed that 1) the number of participants with
23 METs h/week of PA was signiˆcantly greater among community gardeners than among non-
gardeners; 2) the number of participants whose frequency of total vegetable intake, total vegetable
intake (excluding juice), and total FV intake (excluding juice) was 5 times/day was signiˆcantly
greater among other types of gardeners than non-gardeners; 3) participants with scores  the medi-
an of PNSC were signiˆcantly greater among other types of gardeners than non-gardeners; and 4)

participants who spent 4 hours/day sitting were signiˆcantly fewer among other types of
gardeners than non-gardeners.

Conclusion Higher frequency of community gardening appears to induce greater perceived positive
changes on FV intake and PA. It was indicated that FV gardening in community gardens contrib-
utes to increased PA, whereas other types of FV gardening contribute to increased FV intake fre-
quency and decreased sitting time. In the future, higher-quality studies―for example, intervention
studies using more rigorous measurements―will be necessary.

Department of Health and Nutrition, Takasaki University of Health and Welfare
2Gunma University Graduate School of Health Sciences


